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本研究の構成は、以下の通りである。また Fig. 1-2 に構成を図示する。 
 




第 2 章：ASD 幼児を持つ保護者支援の方法としてのペアレント・トレーニング
の動向と課題 

















































































































2018 年 11 月 23 日（金） 
日本 LD 学会第 27 回大会会場（新潟県・朱鷺メッセ） 
 
受賞者講演（30 分）： 
2019 年 11 月 8 日（金）～10 日（日） 
日本 LD 学会第 28 回大会会場（横浜・パシフィコ横浜） 
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楠本ら（2003）では、18 名と 20 名の 2 つのグループに対するペアレント・ト
レーニングを報告しているが、ADHD の診断があるのは前者は 9 名、後者は 14
名であった。また ADHD は他の障害と並存したり、適切な支援がなされないと
二次障害を併発することも多い。岩坂・清水ら（2002）では、ペアレント・ト
レーニングを受けている対象者の子ども 11 名（小学校 2～4 年生男女、FIQ62
～131）全員が ADHD の診断を受け、薬物治療も行っているが、そのうち LD
と並存が 5 名、軽度知的障害が 3 名、反抗挑戦性障害が 6 名、行為障害が 1 名
含まれていた。 
ADHD のみを主たる対象障害としていない報告もみられる。たとえば、福田・
中藤（2000）は CA が 1 歳 10 ヶ月から 10 歳 2 ヶ月（平均 5 歳 8 ヶ月）、遠
城寺式乳幼児分析的発達検査で精神年齢（以下 MA とする）の平均 2 歳 6 ヶ月
の発達遅滞児を対象としている。藤坂・井上（2004）は、CA 1 歳 11 ヶ月～ 5





伊藤ら（1995）の報告がある。CA が 2 歳 3 ヶ月～9 歳 6 ヶ月（平均 4 歳 7 ヶ
月）の、重篤な身体障害を併有していない知的障害児を持つ保護者 36 名を対
象としていたが、子どもの障害の詳細な内訳は、知的障害が 27 名、自閉症が 3
名、ダウン症が 4 名、多動が 1 名、コルネリア・デ・ランゲ症候群が 1 名であ
った。また彼らの DQ は、津守・稲毛式乳幼児精神発達検査において 19～110
（平均 53.6）、田中ビネー式知能検査で IQ は 14.7～76 であった（平均 46.7、
測定不能児を除く）。長澤・谷崎（2005）では、対象者の子ども 34 名中、自

















































イする機会があり、少なくとも 3 人以上、1 回のセッションが 1 時間半程度で

















1 回 3 時間を 7 回、1 か月間実施している。免田・伊藤ら（1995）、福田・中
藤（2000）、福田・中藤ら（2005）は、1 回 2 時間で週 1 回のペースで 10～
11 回実施している。岩坂・清水ら（2002）は、1 回 1 時間 30 分で隔週で 11
回実施している。岩坂・楠本ら（2003）が報告した保護者による家族会版ペア
レント・トレーニングでは、標準版として半年間で 10 回、短縮版として 2 か
月で 8 回実施している。また、亀井・清水（1995）は、父親を対象としたペア
レント・トレーニングで、あらかじめ父親が参加しやすいようにスケジュール









分の面接を 28 回、12 回と対象者に応じた回数で実施している。山上・伊藤ら
（1991）は、病院入院児の母親の家庭療育時における育児能力向上と自信の回
復を目指したペアレント・トレーニングで、入院 2 か月後から 2 年後の退院時












































































































名の親を 1 組として 2 名の専門担当者が加わり合同で実施していたが、福田・
中藤ら（2005）では、1 セッションごとに、親がプライベートな個別の問題に




（3）奈良医大 ADHD 家族教室プログラム  
奈良県立医科大学精神科における岩坂・清水ら（2002）、飯田（2002）によ
るプログラムである。半年間にわたる 11 回のセッションのうち、最後の修了




























































































































象としている。保健センターを会場に、平日の午前中に隔週 1 回 120 分のもの
を 5 回実施した。このプログラムは各回の前半 60 分はママである前の一人の
 31 




























































































（2006）は、ペアレント・トレーニング修了 1 週間後から 7 回の面接を実施
し、ペアレント・トレーニングのプログラムに関するアンケートと効果測定調
査を実施したケースを報告している。また、山上・伊藤ら（1991）は、修了 4








































検討した研究は多い。中でも KBPAC（Knowledge of Behavior Principle as 
Applied to Children）を用いた研究が多く見受けられる（亀井・清水，1995；
免田・伊藤ら，1995；山上，1998；福田・中藤，2000；福田・中藤ら，2005）。
KBPAC は梅津（1982）によって作成された 50 項目からなる質問紙で、各質問









状の程度を把握できる。また簡易版として項目数を少なくした GHQ28 や 




養育ストレスでは、QRS（Questionnaire on Resources and Stress）がよく



























ていたりしている場合は ADHD RS-IV（ADHD Rating Scale 第 4 版）がよく
用いられている（岩坂・清水ら，2002）。ADHD RS-IV は、ADHD の行動特徴
である多動／衝動性、不注意さを評価する 18 項目で構成されている。なお 
ADHD RS-Ⅳは、親が評価する家庭版、教師が評価する学校版がある（山崎・
安江・朝倉，2000）。 
子どもの抑うつ気分を測定する DSRSC（Depression Self Rating Scale for 
Children：村田，1998 が邦訳・作成）も用いられている（岩坂・清水ら，2002；
飯田，2002）。DSRSC は子どもの抑うつ気分を測定する 18 項目である。 
さらに子どもの行動・情緒を多面的に評価する CBCL（Child Behavior Check 
List：井潤ら，2001 が邦訳・標準化）を用いている研究もある（大隈・免田ら，





れている。なお CBCL の 89 項目は 11 歳～18 歳の子どもが自己評価する YSR




   
















































































岩坂・清水ら（2002）は、ADHD 児の親 11 名にペアレント・トレーニング
を実施した。その結果、ADHD RS-Ⅳでは、11 名中 5 名が改善、3 名が悪化、
3 名が不変であり、 DSRSC では 11 名中 6 名が改善、1 名が悪化、4 名が不変
であった。親の自信度は 11 名全員が高い自信をもてるようになり、GHQ では
子どもの行動改善群で 5 名中 1 名のみ悪化、行動不変悪化群で 6 名中 4 名が
悪化したことを報告している。 
岩坂・楠本ら（2003）は、家族会版ペアレント・トレーニングプログラム（標
準版は 10 回、短縮版は 4 回）を実施した。標準版では 5 歳～高校 1 年生まで
の 18 名（ADHD 診断済みは 9 名）、短縮版では 4 歳～33 歳までの 20 名（ADHD
診断済みは 14 名）が対象であった。その結果、ADHD RS-Ⅳでは、標準版で 14
名中 10 名、短縮版で 11 名中 7 名が改善した。また標準版で 15 名中 8 名、短
縮版で 11 名中 4 名において家族の自信度が改善し、標準版で 14 名中 5 名、
短縮版で 11 名中 9 名の親の心身の健康度が改善し、特に不眠と不安の改善に
効果があったことを報告している。 
飯田（2002）は、20 名に満たない ADHD 児の親（数の詳細は不明）にペア
レント・トレーニングを実施した。ADHD RS-Ⅳでは、小学 2～3 年という低年
齢児童ほど行動改善がみられる傾向があり、DSRSC では約 60 %の児童が改善、
40 %が不変だった。親の自信度では、ほぼ全員の自信度は高くなり、特に「本
人の成長をあせらず見守る」、「1 日 1 回以上本人をほめる」、「不適応行動
に対処する」、「本人の ADHD で自分自身を責めることを減らす」といった項
目に改善が見られたことを報告している。 




に、「買い物中母親のそばにいる」は 0→90 に上昇した。また親の BDI は 12
→4、QRS は 15→6 に改善した。 
大隈・伊藤（2005）は、ADHD 児 6 名（平均年齢 5 歳 11 ヶ月、平均 IQ82. 
5）の親に対する HPST プログラムの効果を検討している。子どもの標的行動
は、参加時 0 点からセッション 6 で 62.3 点になり、ペアレント・トレーニン
グ修了後には 87.3 点に増加した。親の QRS は、開始時は 17.3、ペアレント・
トレーニング修了時は 13.3 になり、BDI は、開始時は 10.3、修了時は 6.6 に
減少した。KBPAC は、 開始時は 13、ペアレント・トレーニング修了時は 29
にまで増加した。 
野坂・内田（2006）は 9 歳の ADHD 児の母親にペアレント・トレーニング
を実施した。その結果、ADHD RS-Ⅳは 16→10 に減少、S-M 社会生活能力検








免田・伊藤ら（1995）は、36 名の母親を対象に HPST プログラムの効果を
検討している。標的行動の達成度は 0%→73%に有意に上昇した。また親の
KBPAC は有意に増加し、親の QRS、BDI ともに有意に減少した。 
福田・中藤（2000）は、9 名の親を対象に田川方式のペアレント・トレーニ
ングを実施した。その結果、標的行動の達成度は 0 %→80%に有意に上昇し、
親の KBPAC は有意に増加した。一方、BDI と GHQ の得点には変化が見られ
なかった。 
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福田・中藤ら（2005）は、4 年間にわたる 17 組の親にペアレント・トレー
ニングを実施し、その効果を検討している。標的行動の達成度は全員が上昇、
親の KBPAC は有意に増加し、親の BDI は有意に減少した。一方、QRS の得点
には変化が見られなかった。 
（3）広汎性発達障害  





藤坂・井上（2004）は、1 歳 11 ヶ月～5 歳 0 ヶ月の PDD 児、自閉症児 4 名
の親と MR 児の親 1 名にペアレント・トレーニングを実施している。親の教授
行動の平均正反応率は、35 % （ペアレント・トレーニングの 2 ヶ月前）→38 %
（ペアレント・トレーニング初日）→79 %（ペアレント・トレーニング後）と





長澤・谷崎（2005）は、自閉症児 5 名、高機能広汎性発達障害児 26 名、ADHD
児 1 名、学習障害児 1 名、その他 1 名、合計 34 名の子どもの親を対象に NIP-
SKIP を実施し、効果を検討している。それによると、「気持ちに余裕がでてき
た」、「ほめる回数が増えた」などプラスの変化を報告した人は 29 名（85 %）、
「みんなできているのに自分だけがうまくいかずに落ち込んだ」などのマイナ
スの変化を報告した人は 2 名（6 %）であった。また報告会終了後に 43 件の子
どもの目標行動をアドバイザーが 4 段階の評定尺度で評価した結果、達成でき
た= 20 件（47 %）、ほぼ達成できた=15 件（35 %）、達成できたとは言えな
 43 
いが一定の効果があった= 6 件（14 %）、変化が見られなかった=2 件（4 %）
であった。 
野坂・内田（2006）は、4 歳 8 ヶ月の精神遅滞を伴う自閉症児にペアレント・
トレーニングを実施した症例を報告している。それによると標的行動の生起頻
度が増加し、KIDS（乳幼児発達スケール）の「しつけ」が 2 歳 9 ヶ月→3 歳 1




































































































































































   
                                         
2 情報端末の発達及び普及が進み、多くの情報が発信される時代になり、そ
れに伴い SNS の利用者数も増加しており、たとえば SNS の一種であるブログ













2017 年 6 月～7 月において、4 つの県の発達障害児者親の会、A 県の発達障
害児支援事業所、B 県のダウン症協会、C 県の知的障害特別支援学校に質問紙
を配布した。配布数は 260 部、回収数は 169 部（回収率 42.3%）であった。




幼児 小学生 中学生 高校生 19-22 23-29 30-39 40＋ 計
～30代 1 12 4 2 1 0 0 0 20
40代 2 17 19 22 6 0 0 0 66
50代 0 8 14 13 21 5 0 0 61
60＋ 0 0 0 3 2 5 11 1 22











発達障害 0 47 11 41 99
発達障害＋知的障害 0 1 1 22 24
知的障害（ダウン症以外） 1 0 0 18 19
ダウン症 3 0 1 23 27


















友人（同級生など）、支援者や教師、SNS で知り合った人という 6 つのサポー
ト源ごとの計 36 項目について、「まったくそのとおり（4 点）」、「そのとお
り（3 点）」、「どちらともいえない（2 点）」、「ちがう（1 点）」、「まっ




















































配偶者 両親・親戚 子どもつながり友人 自分の昔からの友人 支援者・教師 SNS上の知り合い
Fig. 3-2 母親年齢×SS






















































配偶者 両親・親戚 子どもつながり友人 自分の昔からの友人 支援者・教師 SNS上の知り合い
Fig. 3-4 子年齢×SS








































































配偶者 両親・親戚 子どもつながり友人 自分の昔からの友人 支援者・教師 SNS上の知り合い
Fig. 3-6 障害種×SS



























田・水内，2016 ほか）のような心理教育的支援が有効であると考える。  
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 このプログラムは、1 回 90 分～120 分として、4～5 セッションと事前事後
の個別相談とで一つのプログラムとしている。想定する参加人数 6～8 名程度




































































































































1．「個としての自分」支援：X さん支援  











2．「母親としての自分」支援：A 子ちゃん支援・A 子ちゃんママ支援  




















































































育児不安尺度 ○ ○ ○
家族の対応自信度 ○ ○ ○















































































D 4歳9カ月 M こだわり、パニック基本的身辺自立が未確立
自閉症
知的障害 23 27







G 6歳6カ月 M コミュニケーションが苦手 自閉症知的障害 31 28
H 4歳3カ月 M 母親につきまとって離れない 自閉症 10 23
Table 5-1  対象者のプロフィール













Em 指向型（情動中心型）と Co 指向型（問題解決型）、より詳細には 8 つのス
トレスコーピングの状況を知ることができる。一般に、Co > Em の者は問題に
対してチャレンジする傾向であり積極性があるとされ、反対に Co < Em の者
は問題からの圧力に耐えることが難しいため情動の軽減を図る傾向であり消極
性であるとされる。今回の対象者は、SCI の結果、Co > Em が 4 名、Co < Em




保育士 2 名と特別支援教育を専攻する学生 2 名（ST）をスタッフとして実施し
た。また、参加者 8 名を、それぞれのことをよく知る保育士により、4 名ずつ
のグループに分けた。 
プログラムは、200X 年 12 月～200X+1 年 1 月まで、毎週 1 回 90 分のもの



























































の 3 因子構造で、信頼性・妥当性が確認されている。 
家族の対応自信度調査票（岩坂ら，2004)の、子どもの ADHD の受容や行動
の理解、対応の自信について評価する 20 項目を参考に、その中から ADHD と
































1．育児不安の変化   
育児不安尺度の各因子得点の結果について、以下結果と考察を述べていく。 
中核的育児不安の結果について Table 5-3 に示した。中核的育児不安につい
ては、対象者全員の平均得点をみるとプレからポストにかけて有意な差をもっ
て低下していた（t=3.32, p<.05）。特に Em が Co よりも高い群（以下 Em-H
群とする）は顕著に育児不安の低下がみられた（t=7.35, p<.01）。ただし Co










Total M 25.38 23.25 3.32 *
SD 2.13 2.12
Co-H M 25.50 24.25 1.13 n.s.
SD 2.65 1.71
Em-H M 25.25 22.25 7.35 **
SD 1.89 2.22

















Total M 15.63 16.25 0.49 n.s.
SD 3.50 3.28
Co-H M 15.50 16.25 0.45 n.s.
SD 2.89 2.06
Em-H M 15.75 16.25 0.23 n.s.
SD 4.50 4.57
*p<.05  **p<.01
Table 5-4  否定的育児感情
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育児多忙感についても、対象者全員ならびに各群別にみても、平均得点に有













Total M 16.25 15.63 1.49 n.s.
SD 2.60 2.20
Co-H M 15.25 15.00 0.52 n.s.
SD 1.50 1.41
Em-H M 17.25 16.25 1.41 n.s.
SD 3.30 2.87



















Total M 48.00 53.50 4.92 **
SD 7.62 6.82
Co-H M 47.75 51.00 2.18 n.s.
SD 11.30 9.06
Em-H M 48.25 56.00 16.19 **
SD 2.75 3.16
*p<.05  **p<.01




1．D 氏ならびに D 氏の子どもの特徴  


































と述懐した。このことから、このプログラムは、Em-H である D さんにとって
は、単に心理評定上、定量的に望ましい変化をみせただけでなく、A 子ちゃん












D氏の得点 25.00 23.00 -2.00
中核的育児不安 M 25.38 23.25 -2.13
SD 2.13 2.12
D氏の得点 22.00 21.00 -1.00
否定的育児感情 M 15.63 16.25 +0.63
SD 3.50 3.28
D氏の得点 21.00 18.00 -3.00
育児多忙感 M 16.25 15.63 -0.63
SD 2.60 2.20
D氏の得点 50.00 57.00 +7.00
家族の対応自信度 M 48.00 53.50 +5.50
SD 7.62 6.82































































































































A 43歳 6歳2ヶ月 M 自閉症 284
母親の年齢 子の年齢
B 40歳 5歳11ヶ月 M 自閉症 256
C 41歳 6歳0ヶ月 M 自閉症 238
D 38歳 6歳5ヶ月 F 自閉症 210
E 43歳 4歳6ヶ月 M 自閉症 242
F 35歳 6歳０ヶ月 M 自閉症 238
G 40歳 6歳０カ月 M 自閉症 188
※下段は、CストレスとPストレスのうち個人内でどちらが高いのかを比較するために、上段にある粗点合計を各ストレス尺度の項目数（C
ストレス38項目、Pストレス40項目）で除した平均得点
H 39歳 5歳11ヶ月 M 自閉症 242
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るストレス」40 項目（8 下位尺度）の計 78 項目で構成されている。 
子どもの特徴に関わるストレスの 7 つの下位尺度は、「親を喜ばせる反応が
少ない」、「子どもの機嫌の悪さ」、「子どもが期待どおりにいかない」、「子
















ついては、 Table 6-1 に示すように C-H 群（A、B、C、F）、P-H 群（D、E、




Z 県内の児童発達支援センターの談話室を会場に、臨床発達心理士 1 名（MT）、
保育士 2 名と特別支援教育を専攻する学生 2 名（ST）をスタッフとして実施し
た。また、参加者 8 名は、グループワークなどのしやすさを鑑み、それぞれの
ことをよく知る保育士により、対象者の子どもの年齢や障害特性などの点から、
保護者同士ならびに保護者と保育者との親密性を考慮し、4 名ずつの 2 つのグ
ループに分けた。 
プログラムは、200X 年 12 月～200X+1 年 1 月まで、毎週 1 回 90 分のもの



























































































































































































































































































1．D 氏ならびに D 氏の子どもの特徴  
ここでは効果評定のうち、「育児不安尺度」、「家族の対応自信度」の 2 つ
において特に有効な変容がみられた C-H 群の対象者から D 氏を取り上げてプ
ログラムの有効性について検討する。C-H 群に属する D 氏は、自閉症スペクト



















































































































































































































































Z 県内の保育所の空き保育室を会場に、臨床発達心理士 1 名（MT）、保育士
2 名と特別支援教育を専攻する大学院生 3 名（ST）をスタッフとして実施した。
また、参加者 5 名は、グループワークなどのしやすさを鑑み、それぞれのこと
をよく知る保育士により、対象者の子どもの年齢や障害特性などの点から、保
護者同士ならびに保護者と保育者との親密性を考慮し、2 名と 3 名の 2 つのグ
ループに分けた。 
プログラムは、「『ほめる』でおわる！子育て教室」という名称で 200X 年















































































































































































平均　 標準偏差 平均　 標準偏差 平均　 標準偏差
総合ストレス 206.00 35.57 196.60 47.45 191.40 45.78 t=0.64, n.s.
子側面ストレス 106.40 16.71 99.60 21.52 93.80 16.51 t=1.06, n.s.
親側面ストレス 99.60 19.35 97.00 27.52 97.60 30.24 t=0.34, n.s.
中核的育児不安 24.80 6.24 21.80 4.62 21.20 5.71 t=1.76, n.s.
否定的育児感情 11.80 2.93 11.40 1.62 12.60 1.96 t=0.32, n.s.
育児多忙感 16.40 2.87 16.00 4.24 15.80 3.12 t=0.29, n.s.
家族の対応自信
度 53.00 4.47 54.60 6.84 56.80 6.14 t=-0.53, n.s.
総合得点 103.40 26.73 113.00 12.39 108.60 17.77 t=-0.85, n.s.
夫 27.80 9.34 28.00 9.08 28.20 9.63 t=-0.25, n.s.
両親 24.80 10.13 27.80 12.38 28.60 12.88 t=-0.53, n.s.
友人 30.80 3.56 31.60 2.51 31.00 3.16 t=-0.45, n.s.
近所の人 20.00 8.69 25.60 2.70 20.80 4.92 t=-1.25, n.s.
子どもの行動
チェックリスト 45.80 19.38 40.20 35.42 - - t=0.51, n.s.
乳幼児発達ス




























































施した参加者であった。第 5 章でもみたように、SCI の評価は、その人のスト
レスコーピング傾向ならびにソーシャル・サポートの活用状態を知ることがで







4 人（A・B・D・E）だった。この 4 人のうち特に D 氏の子どもは 47 点の臨床
















1．B 氏ならびに B 氏の子どもの特徴  




点は 224 点（85-90 パーセンタイルランク）、子ストレス得点が 109 点（90-





得点が 24 点で正常域に属していた。また、保育士が回答した KIDS の総合発達

































































SCI の記入時における B 氏の「強くストレスを感じた状況」は、「子どもの困
った行動に対しての対処法について、なにかと姑と対立する。教室で学んだこ
とを伝えても、姑のやりかたを通してしまうのがストレスを感じる」であった。






























見つけてほめてほしいことを伝えた。また、Pre と Post を比較するとソーシャ





B 氏の心理評定については、Pre から Post にかけて PSI 総点が 224 点→166
点（-58 点）、子ストレス得点が 109 点→77 点（-32 点）、親ストレス得点が
115 点→89 点（-26 点）との変化がみられ、大きく育児ストレスが低減した。
下位項目でみると、C2「子どもの機嫌の悪さ」28 点→18 点（-10 点）、C5「親
につきまとう／人に慣れにくい」15 点→7 点（-8 点）、P2「社会低孤立」19
点→14 点（-5 点）、P4「親としての有能さ」28 点→23 点（-5 点）との変化
がみられた。また、中核的育児不安が 30 点→21 点（-9 点）、否定的育児感情
が 17 点→12 点（-5 点）、育児多忙感が 19 点→19 点（±0 点）、家族の対応




動や発達の評定の変化では、CBCL 総得点が 24 点→11 点（-13 点）と大きく
減少し、子どもの問題行動が改善されていた。また、KIDS の総合発達指数が
82.97 点→93.75 点（+10.78 点）との変化がみられた。項目別にみると、「言
 146 




































ところ、Fig. 7-1 に示すように、「統合型」2 名、「独立母親型」2 名、「未熟
型」1 名であった。その上で、本子育てプログラムが、アイデンティティの様
態の異なる母親に、どのような効果があるのかについて、プラスとマイナスの





















































組んでいることを、周囲に語る姿が多く見られた。もう 1 名は、4 人の子ども








































































あり、これはいわゆる認知行動療法（Cognitive Behavioral Therapy: CBT）
であると言えよう。A 子ちゃんママである前に X さんという一人の人間である
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井澗知美・上林靖子・中田洋二郎・北道子・藤井浩子・倉本英彦・根岸敬矩・






















































































































Development and effectiveness of maternal support program 




 Recently, one of the parents support approaches for children with 
developmental disabilities (such as those with autism spectrum disorder) 
recommended by Ministry of Health, Labour and Welfare and others is “parent 
training; PT.” In this approach, the mother, seen as the best provider of ryōiku 
(treatment, education, childcare, training, etc. for children with disabitlities), 
recognizes and strengthens the child’s adaptive behaviors. However, while PT 
takes into account the child’s disability, age, and type of problematic 
behaviors, there are more than a few cases in which participation in PT is 
recommended solely because someone is the mother of a child with autism 
spectrum disorder. Thus, this method does not adequately take into account 
the characteristics of the mother herself (personality, stress, stress coping, 
etc.). Furthermore, while in PT reesearch a reduction in mothers’ stress and 
anxiety for child-rearing has been shown to be a concomitant effect, this 
program does not directly aim for this. Also, PT is for “mothers” and aims to 
help them acquire ryōiku techniques for them to work with their child.  
However, immediately after diagnosis a thorough psychological support 
approach for the “individual” herself (the “pre-maternal individual”), who 
experiences a conflict between herself as an individual and herself as a mother 
and works to synthesize these two aspects, is what is needed. When supporting 
this pre-maternal individual, there is a need to help her reorient the self that 
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has passed through many life-cycle junctures as a woman (as an individual 
woman, worker/full-time housewife, mother of child, etc.) based on 
information regarding personality, stress, stress coping, and so on from which 
she can objectively perceive herself, and reestablish her identity while 
providing appropriate advice. In this way, when supporting families with 
children with autism spectrum disorder, there is a need to, particularly during 
early childhood, provide careful and thorough help that takes into account 
parents’ (especially mothers’) individual characteristics. As discussed in 
sections 1 and 2, this study aims to develop a maternal support program that 
does so. 
 Section 3 makes clear based on a questionnaire survey that mothers with 
young children with autism spectrum disorder have more child related stress 
than mothers with nondisabled children or children with other disabilities, 
such as down syndrome, as well as that, not making full use of social support, 
they experience psychological crises and are in high need of support. 
 In Section 4, drawing from the issues described in sections 1 and 2, as 
well as the findings of the survey discussed in Section 3, a comprehensive 
mother support program (a group based child-rearing program) is developed 
for mothers who, after becoming concerned about their child’s development,  
have received a definitive disability diagnosis. This psycho-educational 
program focuses on child-induced stress, stress coping, and the identity 
transformation process spanning from a woman’s conflict between herself as 
an individual and herself as a mother to the integration of these two aspects. 
 Sections 5, 6, and 7 empirically examine the effectiveness of this 
program when it was carried out three times. It was found that due to its 
content comprehensively supporting mothers as individuals in addition to 
mothers as mothers (as is done in PT), it effectively contributes to reducing 
child-induced stress, improving stress coping, and reconstructing women’s 
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identities, and is also effective for addressing children’s problem behavior 
and improving development indicators such as development quotient (DQ). 
 Section 8 considers the form effective support should take for mothers 
with children with autism spectrum disorder based on this above examination 
of the program’s effectiveness. Existing PT that focuses on the acquisition of 
ryōiku skills for children with autism spectrum disorder expects families to 
perform the role of supporter. However, at times this can be a major burden 
for mothers. Therefore, we believe that during this time, it is important that 
those supporting the child and their family (nursery schools/kindergartens,  
public health centers, ryōiku facilities, medical institutions, etc.) are aware 
that families supporting children also need support themselves. It appears that 
this program providing comprehensive support to mothers both as mothers (as 
is done in existing PT) and as individuals was appropriate and needed.  
 Section 9 discusses the limitations of and issues in this study. 
 
